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研究成果の概要（和文）：　発展途上諸国では、1990年からの万人のための教育政策以降、前期中等教育におけ
る量的改善による、実践レベルでの教育の質低下が現れ始めているが、本研究では、こうした質の低下防止への
貢献ができるように、前期中等学校の現場レベルの実践に着目、既に行われている学校改善実践の実態にアプロ
ーチ、それらを掘り起こし、国際比較する研究を行った。
　アジア・アフリカ６か国のフィールドワークに基づく結果の国際比較分析といった研究結果から、現状では負
担が偏っている各ステークホルダーの役割明確化によって、学校改善に関する情報共有や、タスク管理等ができ
る知見循環システムの構築が不可欠であるといった政策的示唆を得た。

研究成果の概要（英文）：　In lower secondary education in developing countries, quality 
deterioration of education on practice level has been appeared due to quantitative improvement after
 the EFA (Education for All) policy implementation which has started from 1990s. Comparatively 
primary education in most countries have been developed well, on the other, lower secondary level is
 divided well developed countries and problematic countries. This study approached school 
improvement practices on field level activities which are already well implemented on the field 
levels for contributing to avoid such quality deterioration, and researched those good practices for
 international comparison. The study obtained policy recommendation that it is important to 
establish knowledge circulation system which is able to task management and knowledge sharing about 
school improvement throughout concretization of roll of each stakeholders regarding education.

研究分野：教育開発論
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１．研究開始当初の背景 
アジア・アフリカ諸国の初等・基礎教育が一定
の量的拡大を遂げた現在、問題は質の低下防止に
シフトしてきている。この問題は、前期中等教育
段階でも同様で、初等教育肥大化に伴い、進学者
も増加したために、初等教育同様、教員養成や教
授法といった、教育の質悪化を食い止めなければ
ならない状況が発生し、現在も問題でありつづけ
ている。 
 前期中等教育における教育拡充による、実践レ
ベルでの教育の質悪化が現れ始めているため、軒
並み初等教育が発展した一方で、前期中等教育の
発展のあり方には、各国でばらつきが存在する。
学界ではこうした状況をとらえるために、「途上国
の中等学校等の多様化と正規性・非正規性に関す
る国際比較研究」という教育制度側からの研究も
行われてきていた。 
こうした研究が重要であることは認めつつ、本
研究では、より現場の実践にも還元できるように、
前期中等学校の現場レベルの実践に着目し、既に
行われている学校改善実践や工夫などの実態にア
プローチ、それらのグッド・プラクティスを掘り
起こし、かつそれらを国際比較・類型化する研究
を企図した。 
２．研究の目的 
 上記背景に基づき、調査対象としたグッド・プ
ラクティスのことを学校改善実践と名付け、以下
三点の研究目的を設定、研究を遂行した。 
①初等・礎教育拡大を遂げたアジア・アフリカ諸
国の中等学校改善実践の記述的究明 
アジア・アフリカ諸国（ベトナム、カンボジア、
インドネシア、ウガンダ、エチオピア、ガーナ、
マラウィ）における前期中等学校改善実践につい
て、現地研究者の協力を得ながら都市と農村の学
校に赴き、データ収集を行う。データは現場の教
育内容をはじめ、中等教育制度拡充の背景にある
課題（財政難、政治的脆弱性、人口増加問題など）、
地域性要因（村や都市の政治や経済、宗教のあり
方）、中央集権型教育行政なのか地方分権型教育行
政なのか、等である。調査は現地研究者と共に、
主に質的アプローチによる学校改善実践の事例研
究を遂行、ひとまずは、上記項目につき、記述的
研究に徹する。これら事例研究の蓄積を網羅的に
分析し、質的研究から、改善を促進する要因（例
えば、「中央集権よりも地方分権のほうが、改善実
践がよく行われている」など）についての仮説生
成を行う。また、学校改善実践の障壁になってい
る問題群の全体像把握も行う。 
②前期中等学校における学校改善実践の国際比較
分析、及びその結果を基にした初等教育と中等
教育の成長バランスの悪い国々に対する実践
的政策的示唆 
 ①において問題群の全体像把握を行った後、問
題群を類型化、それら類型の比較分析を行い、初
等教育と中等教育の成長バランスの良い国々から、
悪い国々に対して、改善実践上の示唆ができるか
否か、慎重に明らかにしていく。成果は国際シン
ポジウム等で、現地研究者と知見共有、意見交換
を行うことで、国際教育協力分野への示唆を得る。 
③アジア・アフリカ諸国におけるローカル・コン

テクストを前提とした新たな研究方法論の構
築 
 既に各国の前期中等教育の現場において、発展
要因や発展阻害要因が存在することがわかってい
るが、上記成果をもとに、「いかに途上国の学校で
は、校長、教員や地域の人々が在地の中等教育発
展のための方法論を構築しているか」都市と農村
を分けて分析、先進国モデルの適用ではない、在
地モデルの相互参照による教育制度の機能不全解
消、自立発展へ向けた研究方法論を構築する。 
３．研究の方法 
上記研究目的を達するため、研究方法を以下に
挙げる三段階に分け、漸次実施していった。 
第一段階：各メンバーは国際比較分析に向けたデ
ータ収集のため、担当する国の現地研究者ととも
に、①教育政策形成・実施プロセスの調査を実施、
当該国の中等教育拡大の背景を探る、②学校改善
実践に関する都市・農村における現地調査を行い、
各事例の徹底した記述研究を行う。また関連学会
で各研究者が国別研究を発表、成果を反映させる。 
第二段階：国際比較のため、各国事例分析研究会
を行い、現地研究者の意見を取り入れながら、初
等教育と中等教育の成長バランスが良い国と悪い
国が存在する理由を究明。さらに研究を進め、自
立発展的学校改善の阻害要因と促進要因とを峻別。 
第三段階：国際シンポジウムを開催、包括的結論、
及び国際教育協力分野への示唆を得る。 
４．研究成果 
 上記方法論によってフィールドワークを中心に
研究がなされた結果、下記の通りの成果を得た。
アジア地域とアフリカ地域とに分けて詳述する。 
アジアの学校改善実践：格差が拡大する中で何が
できるか 
アジアは、主にベトナムとカンボジアの二か国
が調査された。いずれも東南アジアの、近年発展
著しい国である。ベトナムの学校改善実践を調査
した、日下部・グエンの研究では、まず、「体制移
行国」の一つであるベトナムにおけるドイモイ政
策以降の経済変動がもたらした教育制度内の構造
変動が明らかにされた。ハノイ市では、それまで
国家による統制の下、公立中心で計画されていた
教育制度が緩和され、英語ミディアムの高額費私
立、上位公立、中間公立、低位公立のピラミッド
が形成された。ベトナムでは 2006 年居住法によっ
て、移動が自由となっているため、ハノイに移住
した人々は学校に殺到し、上位、中位公立に入れ
なかった人々は、ハノイ中心部から離れた低位公
立に入った。しかしそこでは、質の低下という大
きなしわ寄せがあり、学校改善のニーズが高かっ
た。これに対して、予算が足りない政府、ハノイ
市では、教師コンテスト、生徒の学習コンテスト
を開催し、教師の技量の向上、生徒の勉励を促し
た。学校現場でも、ソーシャリゼーション（寄付）
で機材を整備したりしていた。しかし皮肉なこと
に、最も教育の質向上に効果があったのは、上位、
中位が入学させる生徒をスクリーニングした結果、
良い生徒のみが残っており、教師コンペで上位を
とった教師たちが、上位校に赴任したいと望んだ
結果であった。 
正楽の研究では、前期中等教育における中途退



学の要因分析が行われた。通学手段や通学距離、
親の職業、正規の時間割外の授業受講に着目して、
きわめて実践的な示唆を行っている。第一に、通
学手段に対する支援は高学年をより重視すること
が効果的であること、第二に、親の職業から推察
される生徒の家計状況については、農業で生計を
立てる家庭の生徒をより注視することが必要であ
ること、第三に、正規の時間割外の授業受講によ
る生徒やその家計への負担を軽減することは学校
などの努力によって可能であること、といった三
点を挙げている。これら三点は根底でつながって
いると考えられる。農村における農業従事者子弟
の教育にとって不利な点は、近年、コストがかさ
み続ける農業の人手は常に足りておらず、ドロッ
プアウトする前に、農業手伝いのため、イレギュ
ラーになる可能性がある。 
アフリカの学校改善実践：いまだくすぶるアクセ
スの問題 
分担者である小澤の研究では、ウガンダの６校
の精緻な訪問調査から、資金遅配への独自財源確
保の取り組みや、逆に留年を勧奨する、農業実習
によって将来の職業との関連性を高める、など
様々な取り組みの存在が明らかとなった。 
大塲の研究では、ケニアのメル県 11 校を事例と
して、改善実践の研究が行われたが、まず教員不
足や予算不足などの問題点がクローズアップされ
た。これに対し、学校での改善実践は教員のモチ
ベーションをあげるべく、時間外手当の支給をし
たり、食事の提供、生徒の成績向上に対する賞与
等インセンティブの存在が指摘された。また、生
徒の規律と成績の関係に気づいた校長が、体罰を
やめ、問題のある生徒と徹底的に話し合いをする
ことで解決に導いたことなどの事例が紹介された。 
西向・クリストファーの研究では、ガーナの成
績上位と下位の比較を行うという興味深い試みが
行われ、主に量的手法で、「下位校の教員ほど強く
教育のアクセスと質を脅かす要因に危機感を抱い
ていないこと下位校の教員ほど強く教育のアクセ
スと質を脅かす要因に危機感を抱いていないこ
と」、成績上位校の生徒は将来を見据えて教育を受
け、テストや試験前には準備をし、通常にも増し
て試験前に多くの質問をするなど、生徒の学習姿
勢がより高いこと」などを明らかにした。非常に
興味深いのは、こうした生徒の学習姿勢が上位ほ
ど高いのは首肯できるものの、下位校の教師のモ
チベーションは低いわけではなく、むしろ高いケ
ースがあったことであった。 
川口・ドロシーの研究においては、グッド・プ
ラクティスに焦点をあて、モチベーションを向上
させる取り組みを学校改善実践として析出してい
る。ここではケニアと同じく、競争原理を導入し、
自己資金で教師への報奨金を準備したり、生徒に
も成績に応じた報奨制度が企図されていたりした。
川口・ドロシーは、実はこれらは悪い実践ともと
らえられ得ることを指摘しつつ、しかし、マラウ
ィの厳しい教育環境の中で、限られたリソースを
最大限活用するという姿勢は、創意工夫に値する
と分析している。日下部の研究で論じられたエチ
オピアの事例では、意外に、教師生徒比率が良い
状態にあることを発見した。首都であるアディス

アベバとオロミア州を見た場合、中央-地方関係に
ねじれがあることを見出し、このことが原因で、
政争が起き、教育に大きな影響を及ぼす場合があ
ることが分かった。一つのカントリー・リスクと
いえる。しかし、「農村部の経験豊かな教師を採用」、
「GEQIP によって増額された学校予算で実験室な
どを整備」、「教師同士のピア・ティーチングの時
間を設ける」など、学校が独自で行っている学校
改善実践を発掘した。さらに、調査した 6 校の事
例中、校長が自ら「眠れる教育政策」であったチ
ュートリアルを実践に落とし込み、preparatory 
schoolの合格率について高い成果を出していた実
践も発掘した。重要な試験の合格率に直結してい
る実践は発見事例がない。 
本研究は、こうした事例研究を基に、以下のよ
うな成果を挙げたといい得る。 
まず、本研究が指摘した点であるが、研究の背
景でも述べた前期中等教育の質改善という問題は、
学校現場に直結しており、政策担当者、研究者、
実践者らの情熱だけでは達成できず、各ポジショ
ンに応じたミッションが明確化され、相互の調和
を保ちながら工程表を進めていくような姿勢が求
められることであるにもかかわらず、政策レベル
から現場レベルにおけるステークホルダーらが調
和的に学校改善に取り組む姿勢は、調査対象地域
では見られなかった点である。このことにより現
場にしわ寄せがきており、「捧げつくす教員」のよ
うな有能かつ献身的なステークホルダーに極めて
大きい負担をかけている状況が見いだされた。 
次に、本研究が発見したことは、政策的にはコ
ンペや研修、競争原理の導入であったり、様々な
改善実践が導入されていたものの、当の現場では、
未だチョーク・アンド・トークといった教授法が
変わっていなかったり、給料や予算の遅配がまか
り通っていたりした政策と実践の不整合である。 
今後はこうした現状を踏まえたうえで、アクシ
ョンリサーチを行うなど、教育 2030 という、新し
い局面に応じた研究の試みが生み出されていく必
要がある。 
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